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第１章総則

（目　　的）

第1条 この就業規則は、学校法人□□□□学園　□□□□幼稚園（以下「園」という。）の教職員（以下「職員」という。）の勤務条件、服務規律、その他の勤務条件に関する基本的な事項を定めたもので園及び職員は、誠実にこれを守る義務を負うとともに、時代に即応した明朗な勤務条件の制定が保育目的を達成する重要な要因であることを念頭において、常にその内容の向上を図り、運営の合理化と民主化を促進し、一致協力して健全な園の確立に努めなければならない。なお、この規則に定めた事項のほか、就業に関する事項は労働基準法、その他の関係法令、園諸規程及び園の通達等の定めるところによる。

（職員の定義）

第2条 この規則で職員とは、第２章に定める手続きにより園と雇用契約を結んだ次の者をいう。

　　２．職員の区分は次のとおりとする。

　　　　（１）正職員

　　　　（２）嘱託

　　　　（３）パートタイマー（短時間就労者）

　　　　（４）臨時職員（短期間雇用契約者・アルバイト）

　　３．職員の職種は次のとおりとする。

　　　　（１）教諭

　　　　（２）助教諭

　　　　（３）専任講師

　　　　（４）養護教諭

　　　　（５）事務職員

　　　　（６）傭員

（規則の適用）

第3条 この規則は、第２条２項１号から４号までの職員に適用する。ただし、この就業規則の個別の条文が特定の職員に適用しない場合は、その個別の条文にその旨を明記する。

（管理者の定義）

第4条 この規則において管理者とは、この幼稚園を設置し経営する園の理事長をいう。

（任命権者の定義）

第5条 この規則において任命権者とは、教職員の任免、進退その他の労務管理を行う管理者をいう。ただし、管理者の指示により園長、副園長又は園長代理がこれに代わることがある。

（規則の変更）

第６条　この職員就業規則を改廃する場合は、職員代表の意見を聴いておこなう。

第２章　人　事

第　１　節　　 採　　　用

（採　　用）

第7条 職員の採用は、第８条の所定の選考及び第１０条の書類提出を経て決定する。

（選考試験）

第８条　就職希望者は、次の書類を任命権者に提出して第一次に書類選考、第二次に面接試験、筆記試験、実務試験及び、身体検査等を受けること。ただし、任命権者が特に認めた者については、一部を省略することがある。

（１）自筆の履歴書（最近３カ月以内撮影のもので、正面半身脱帽・縦４cm、横３cmの写真を添付したもの）。

（２）新規卒業者の場合、最終学校の卒業証明書又は卒業見込書。

（３）学業成績証明書。

（４）健康診断書（３カ月以内のもの）

（５）資格及び免許を必要とする職種の者は、その職種に必要な資格証明書又は免許状（証）の写し（原本を提示し確認を受けること）。

（６）その他、任命権者が必要と認めたもの。

（採用制限）

第９条　次に掲げる者は、職員として採用しない。

　　　　（１）破産者・成年被後見人・被保佐人。

　　　　（２）懲戒解雇の前歴がある者。

　　　　（３）当任命権者の懲戒処分によって退職、又は解雇した者。

（提出書類）

第１０条　選考試験合格者は、１４日以内に次の書類を任命権者に提出しなければならない。
（１）雇用契約書（園所定用紙No.1にて）

（２）身元保証書（園所定用紙No.２にて）

（３）身元保証人の印鑑証明書

（４）住民票記載事項証明書

（５）誓約書（園所定用紙No.3にて）

（６）扶養家族控除申請書

（７）写真（最近３カ月以内撮影のもの）１枚

（８）基礎年金番号通知書

（９）職業前歴のある者は、その年の源泉徴収票

（10）採用の年に給与所得のあった者は、その年の源泉徴収票

（11）通勤経路届（園所定用紙No.4にて）

（12）未成年者については、親権者の同意書

（13）その他管理者が人事管理上必要と認め、特に指示した書類

　２．前項の書類を期日内に提出しない場合は、不採用とする。

　３．提出した書類の記載事項に異動があった場合には、７日以内に任命権者に届け出ること。もし届出を怠った為、職員に不利益となることがあっても任命権者はその責任を負わない。また面接時に虚偽の陳述を行ったり、その他不正な行為により採用されたり、もしくは提出書類の記載内容にもれがあったり、虚偽の記載があった時は採用を取り消す。

（労働契約の期間）

第１１条　職員と園との労働契約の期間は、原則として次のとおりとするが、必要に応じて例外を設けることがある。

　　　　　期間を定める場合には、１年以内の期間とする。ただし、期間は更新することがある。

（１）正職員　　　　　期間を定めない

（２）嘱託　　　　　　期間を定める

（３）パートタイマー　期間を定める

（４）臨時社員　　　　期間を定める

（身元保証人）

第１２条　身元保証人は１名とし、原則として園近辺に居住し独立の生計を営む成年者で、任命権者が適当と認めた者（原則として、職員は身元保証人になることはできない）であること。また、身元保証人の保証期間は５年間とする。なお、身元保証人の更新は、満５年を経過するごとに行う。

２．身元保証人が次の各号の一に該当するに至った場合は、直ちにこれを変更し新たに身元保証人を届け出なければならない。

（１）死亡又は失踪の宣告を受けた場合。

（２）破産の宣告を受けた場合。

（３）身元保証書提出後満５年を経過した場合。

（４）その他任命権者において、身元保証人を不適当と認めた場合。

（試用期間）

第１３条　新規採用者は、職員の区分に応じて、採用の日から次の期間を試用期間とする。ただし、特殊の技能又は経験を有する者で特に任命権者が認めた者については、試用期間を短縮、又は設けないことがある。

（１）正職員　　　　　２カ月

（２）その他の職員　　１カ月

　２．試用期間は本採用の可否決定の考課期間とし、この期間中に本人の性格、能力、技能、健康状態、及び身元を調査し、不適当と認められる者については所定の手続きを経て解雇する。

　３．試用期間後引続き採用された時は、その期間は勤続年数に参入する。

第　２　節 　　異　　　動

（配置転換）

第１４条　任命権者は次の場合には、職員の健康、技能、勤務状態に応じて職場、又は園務の変更を命ずることがある。この場合に職員は正当な理由がない限りこれを拒むことはできない。

（１）役付任命、又は罷免のとき。

（２）園の拡張、又は縮小のとき。

（３）職階、又は職制を改正したとき。

（４）職場の人員過剰、又は不足が生じたとき。

（５）本人の適職と認められる園務に移す必要があるとき。

（６）復職者で以前の職場での勤務が不適当なとき。

（７）その他運営上の必要があると認めたとき。

（出　向）

第１５条　任命権者は園務上の必要により、園外の園務に従事させることがある。

２．出向は原則として休職扱いとして在籍出向とするが、必要に応じて移籍出向とする場合もある。
３．出向を命ずる場合においては、原則としてその期間をあらかじめ、出向する職員に通知する。
４．出向期間が満了した場合には、原則として園の適切な職種・職階に復帰させることとするが、園、出向職員又は出向先の事情によっては、復帰させない場合もある。

５．在籍出向の期間は、昇進、退職金などの場合に勤続年数の計算において通算し、移籍出向の場合は通算しない。

第　３　節 　　休　職　及　び　復　職

（休　職）

第１６条　職員が次の各号の一に該当したときは休職とする。

（１）園務外の傷病及び通勤災害にて、継続し２カ月以上欠勤したとき。

（２）自己都合により１カ月以上欠勤したとき。

（３）公職に就任し、必要と認めたとき。

（４）在籍出向を命ぜられたとき。

（５）移籍出向を命ぜられたとき。

（６）その他特別な事情があって休職させることが適当と認めたとき。

（休職期間）

第１７条　前条の規程による休職期間は次の通りとする。

　　　　ただし、特別の事情がある時はその期間を延長することがある。

（１）第１号の場合　　　１７カ月。

（２）第２号の場合　　　　１カ月。

（３）第３号の場合　　　公職就任期間。

（４）第４号の場合　　　出向期間。

（５）第５号の場合　　　出向期間。

（６）第６号の場合　　　園が必要と認めた期間。

　２．休職期間は特別な事情がある場合を除き、原則として無給とする。

　３．休職期間中で、賃金が支払われない月における社会保険料の被保険者負担、地方税、その他本人負担分等は、毎月末日迄に、園指定の銀行口座に振り込むこと。

　４．休職期間中の職員は、少なくとも月１回以上任命権者に近況を報告しなければならない。

　５．前条第１号の場合は、月１回以上診断書を添えて、病状経過を任命権者に報告しなければならない。なお、任命権者が必要と認めたとき、医師を指定し随時診断を受けさせる。

　６．欠勤、又は休職中に一時出勤しても、同一事由により欠勤の場合は、期間の中断は行わない。
　７．勤続年数の算定に当り休職期間の参入は次の通りとする。

（１）第１号の場合　　全部を算入しない。

（２）第２号の場合　　全部を算入しない。

（３）第３号の場合　　全部を算入しない。

（４）第４号の場合　　全部を算入する。

（５）第５号の場合　　全部を算入しない。

（６）第６号の場合　　その都度決定する。

（復　職）

第１８条　休職期間満了前に、休職中の職員の休職事由が消滅したときは、任命権者は直ちに復職させ勤務を命ずる。

　２．前条（休職期間）第１号の休職期間中の職員が、休職期間満了前に復職を申し出たときは任命権者が指定する医師（以下「指定医」という）の診断を求めたうえ、復職の当否を決定する。

　３．復職後は、休職前の職務・職場に就ける。ただし、身体の条件その他を考慮し、別の職務・職場に就けることがある。

　４．復職命令による指示は、正当な理由のない限りこれを拒んではならない。

（休職期間中の就職制限）

第１９条　職員は休職期間中に、任命権者の許可なく他の職務に就くことはできない。

（事前の届出）

第２０条　職員は公職に立候補するとき、又は就任しようとするときは、事前にその旨を任命権者に届け出なければならない。

第　４　節 　　解　雇　・　退　職　及　び　定　年

（解　雇）

第２１条　職員が次の各号の一に該当するときは解雇する。また、職員が、解雇の予告がされた日から当該解雇の理由について証明書（園所定用紙No.21にて）を請求した場合には

これを交付する。ただし、懲戒により解雇するときは第５章懲戒による。

（１）精神又は身体に故障があり、勤務に堪えられないと認めたとき。

（２）勤務成績が不良にして勤務に適さないとき。

（３）試用期間中に不適当と認めたとき。

（４）園務上の災害で療養の開始後３年を経過し、労働基準法第１９条（別添資料No.1）により、打切補償をおこなった場合。又は、労働者災害補償保険法より傷病補償年金が給付されたとき。

（５）天災事変等、やむを得ない事由により、園の継続が不可能となったとき。

（６）学級数減少、予算額の減少その他やむを得ない事由があるとき。

（７）教職員に必要な免許状（証）が失効したとき。

（８）第８条・第１０条等の提出書類に虚偽の記載があったとき。

（９）その他、前各号に準ずる程度の事由がある場合。

（解雇予告及び解雇予告手当）

第２２条　前条により職員を解雇する場合には、解雇する日の３０日前に予告するものとし、予告なく解雇するときは３０日分の平均賃金（平均賃金とは労働基準法第１２条〔別添資料No.2〕）の定めによる平均賃金をいう）を支給する。ただし、予告日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮する。なお、行政官庁の解雇予告除外認定を受けた場合は、解雇予告手当を支給しない。

　２．次の者に対しては解雇予告の規程は適用しない。

（１）２カ月以内の期間を定めて使用する者。

（２）試用期間中で、使用後１４日以内の者。

（解雇の制限）

第２３条　職員が次に該当する場合には解雇しない。

（１）園務上の傷病により療養の為休業する期間、及び、その後３０日間。ただし、療養の開始後３年を経過し、労働基準法第１９条（別添資料No.1）により、打切補償をおこなった場合。又は、労働者災害補償保険法にもとづく、傷病補償年金を受けている場合、もしくは同日後において傷病補償年金を受けることになった場合はこの限りではない。

（２）産前産後の女子が労働基準法第６５条（別添資料No.2）の規定によって休業する期間、及びその後３０日間。

（退　職）

第２４条　職員が次の各号の一に該当するときは、次に定める日をもって退職とする。

（１）定年に達したとき。　　……………………　定年に達した日

（２）死亡したとき。　　…………………………　死亡日

（３）退職を申し出たとき　　……………………　任命権者が退職日と認めた日

（４）園の退職勧告に応じたとき。………………　退職勧告日

（５）雇用期間の定めがあるとき。………………　雇用期間満了日

（６）休職期間が満了したとき。…………………　休職期間満了日

（７）他社に転籍したとき。………………………　転籍の前日

（自己都合退職）

第２５条　職員が自己の都合により退職しようとするときは、退職を予定する日の３０日以上前に、文書にて退職願いを任命権者に提出しなければならない。ただし、任命権者が特に認めたときは、この限りではない。

　２．職員は、退職願を提出しても、退職に至るまでは従来通り勤務しなければならない。ただし、任命権者の承認があった場合、又は退職願提出後１４日を経過した場合は、この限りではない。

（定　年）

第２６条　職員の定年は満６５歳とし、誕生日の属する年度末をもって自然退職とする。

（金品の返還）

第２７条　園は職員の退職、又は解雇の場合で、権利者の請求があった場合７日以内に賃金を払う。また、名称の如何を問わず、職員の権利に属する金品は返還する。ただし、賃金又は金品に関し、争いのある場合には、異議のない部分についてのみ返還する。

（退職者の権利義務）

第２８条　園は、退職又は解雇された者が、請求したときは使用証明書等職員たる身分喪失に伴い、必要な書類を交付する。

　２．退職者又は解雇された者は、園から借用中の金品、健康保険被保険者証及び園務に関して入手した資料等取り揃えて、返納しなければならない。

　３．職員は退職又は解雇された後も、在職中に生じた園に対する守秘義務は免れない。

第　５　節　　 園　務　の　引　き　継　ぎ

（引き継ぎ）

第２９条　職員は、休職、解雇、退職、配置転換、出張、出向その他の事由で、担当園務を離れる場合は、任命権者の指定する者に園務の引き継ぎをするとともに、鍵等の貸与品及び所定の物品等を返却しなければならない。

第３章 勤　務

第　１　節　　勤務時間・休憩・休日及び休暇

（始業・就業時刻等）

第３０条　正職員、嘱託及び臨時職員の所定労働時間、各勤務日の始業時刻・就業時刻及び休憩時間は次の通りとする。

	職種
	曜日
	始業時刻
	終業時刻
	休憩時刻
	所定労働時間

	教員


	月～金
	8:30
	17:30

	14:40～15:40

	8時間


	預かり

担当職員
	月～金

（交代制）
	A6:45

B11:00
	A15:45

B20:00
	A11:30～12:30

B15:00～16:00
	

	事務員
	月～金
	7:45
	16:45
	12:00～13:00
	8時間


　２．パートタイマーの始業・終業時刻等は、各人ごとに決定し通知する。

　３．出張等園以外の場所で、勤務時間の確認が困難な場合には、所定の勤務時間だけ就労したものとみなす。ただし、任命権者が特に勤務時間を指定した場合はこの限りではない。

（勤務時刻の変更）

第３１条　園務上その他必要ある場合は、全部又は一部の者について、前条に定める始業・終業、ならびに休憩時刻を変更する。

（事前通知）

第３２条　勤務の時刻、休憩時刻及び勤務時間を変更する場合には実施前に通知する。

（育児時間）

第３３条　生後１年に達しない生児を育てる女性職員が、予め申し出た場合は、所定の休憩時間のほか、１日につき２回、それぞれ３０分の育児時間を与える。ただしこの時間は無給とする。
（休　日）

第３４条　職員の休日は、次のとおりとする。

（１）毎日曜日（法定休日）

（２）毎土曜日

（３）国民の祝日・国民の休日

（４）夏季休暇（８月１３日～１５日）

（５）年末年始（１２月２９日～１月３日）

（６）その他園が指定する日

　２．園務上（運動会・保育参観・作品展・研修会等）必要ある場合、休日を１週間以内の他の勤務日に振替えることがある。なお、振替前の休日は所定の勤務日とし、振替後を休日とする。

　３．前項の場合、対象となる職員に対し、振替えようとする休日の５日前迄に振替日を指定して通知する。

（時間外及び休日勤務）

第３５条　任命権者は園務の都合により所定の勤務時間を越えて早出・残業、又は休日出勤をさせることがある。

　２．園は職員代表と時間外並びに休日勤務に関する協定をする。職員はこの協定の限度で早出・残業、又は休日出勤を命ぜられた場合には、正当な理由のない限りこれを拒むことはできない。
（欠勤の届出）

第３６条　欠勤するときは、その事由を問わず、所定の用紙（園所定用紙No.5にて）により予め欠勤の理由及びその予定日数を届け出なければならない。

（遅刻・早退・外出）

第３７条　私用のための遅刻、早退または外出するときは、予め所定の用紙（園所定用紙No.5にて）により、任命権者に届け出て、その承認を受けなければならない。

（災害時の勤務）

第３８条　災害等さけることのできない事由により、臨時の必要がある場合は、休日労働協定の範囲を超えて必要限度内で休日勤務をさせることがある。

（年少者の時間外・休日勤務等）

第３９条　満１８歳未満の職員について、１日実働８時間・一週間４０時間を越える勤務及び深夜勤務を命じることはない。

　２．第３６条（時間外及び休日勤務）１項にかかわらず、前項の職員には、毎週すくなくとも１日の休日を与える。

（女子の時間外・休日勤務等）

第４０条　満１８歳以上の女子職員には、１日８時間を超える実働時間が、４週につき３６時間、１年につき１５０時間を超える時間外勤務及び深夜勤務を命ずることはない。

　　　ただし、満１８歳以上の女子で、園務の遂行を指揮命令する職務上の地位にある者は除く。

　２．第３６条（時間外及び休日勤務）１項にかかわらず、前項の女子職員には、４週４日の休日を与える。

　　　ただし、満１８歳以上の女子で、園務の遂行を指揮命令する職務上の地位にある者は除く。

（園務上の外出）

第４１条　任命権者は園務上の必要により、外出を命ずることがある。

（年次有給休暇）

第４２条　採用日を起算日として、職員が６カ月以上継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した場合は、継続、又は分割して年次有給休暇を与える。

　２．職員の勤続年数に応じ、前年１年間の全労働日の８割以上出勤した職員に対し、別表の年次有給休暇を付与する。

　３．休暇の残り日数は翌年に限り、繰越して取ることができる。

　４．次の各号の一に該当する期間は、前第１項に定める出勤率の算定に当たりこれを出勤したものとみなす。

（１）園務上疾病にかかり療養の為休業した期間。

（２）産前産後の女子が労働基準法第６５条（別添資料No.4）の規定によって休業した期間。
（３）年次有給休暇・特別有給休暇の期間。

（４）育児・介護休業規程による育児・介護休業期間。

　５．年次有給休暇は、所定の申請書（No.5にて）により休暇日の前日迄に、任命権者に請求すること。また、この手続きをとらなかった場合は欠勤扱いとなる。なお、できる限り３日以上前に請求すること。

　６．年次有給休暇の届け出のあった時期に、休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げるときは、他の時期に変更を求めることがある。

　７．私傷病その他の理由による欠勤を、年次有給休暇に振替える場合は、欠勤届けを提出する際に、その旨を記載して承認を受けること。

　８．職員が有する年次有給休暇日数のうち、５日を越える日数について、労使協定で付与時期を定めたときには、その時期に年次有給休暇を付与する。この場合、職員は労使協定に定められた時期に年次有給休暇を取得しなければならない。

　９．所定労働日数が１週間４日以下で、かつ１週間の所定労働時間が３０時間未満の職員、または所定労働日数が１年間４８日以上２１６日以下で、かつ１週間の所定労働時間が３０時間未満の職員については、その職員の所定労働日数に応じて下記の表に記すとおりとする。なお、週所定労働時間が３０時間以上の職員は、その週又は年の所定労働日数の如何を問わず、前項までの基準による年次有給休暇を取得できるものとする。

	
	週所定労働日数（年間所定労働日数）

	
	５日
	４日
	３日
	２日
	１日

	
	（217日以上）
	（169-216日）
	（121-168日）
	（73-120日）
	（48-72日）

	６カ月
	１０日
	７日
	５日
	３日
	１日

	１年６カ月
	１１日
	８日
	６日
	４日
	２日

	２年６カ月
	１２日
	９日
	６日
	４日
	２日

	３年６カ月
	１４日
	１０日
	８日
	５日
	２日

	４年６カ月
	１６日
	１２日
	９日
	６日
	３日

	５年６カ月
	１８日
	１３日
	１０日
	６日
	３日

	６年６カ月以上
	２０日
	１５日
	１１日
	７日
	３日


（特別有給休暇）

第４３条　当園は特別有給休暇を次のように与える。

（１）慶弔休暇

イ．結婚

①本人が結婚するとき　　………………………………………　６日

②子が結婚するとき　　…………………………………………　２日

ロ．服喪休暇

①本人の実父母・養父母・配偶者又は子　　　………………　６日

②祖父母・伯父叔母、兄弟姉妹・孫又は配偶者の父母　……　２日

③祖祖父母・配偶者の兄弟姉妹の配偶者　……………………　１日

④本人が喪主となり①・②・③の法要を営むとき追加　……　１日

（２）公務休暇

　　　　　　選挙権、その他公民としての権利義務を行使し、もしくは私事を除く証人又は鑑定人として、裁判所、公署等に出頭を命ぜられ、園の承認を受けた場合に必要となる日数及び時間。ただし、権利義務の行使を妨げない限度において、その時期及び時間を変更することがある日

　　　　（３）罹災休暇

天災、地変、火災等これに類する災害にかかり、特に必要と認められたとき。

………………………………　必要な日数

（４）隔離休暇

伝染病予防等の為勤務を禁止されたとき。　………………　隔離期間

（５）交通遮断休暇

交通機関が不通となり出勤できないとき。　………………　所要時間

２．この休暇中に休日のある場合は、特別休暇日数に加算する。

（休暇中の賃金）

第４４条　年次有給休暇及び特別有給休暇には、通常勤務したときに相当する賃金を支払う。

（特別無給休暇）

第４５条　特別無給休暇は次のように与える。

（１）出産休暇（出産は妊娠４カ月以上の分娩とし、死産をも含む。なお、１カ月は２８日として計算する。）

女子社員が出産するとき。………………　産前６週間（多胎の場合１４週間）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産後８週間

（なお、この場合は私学共済より出産手当金の給付が受けられる。）

（２）生理休暇

女子職員で生理日の就業が著しく困難な者が請求をしたときは、所要期間又は日数の生理休暇を与える。

（特別休暇の承認）

第４６条　特別休暇を受けるときは、予め任命権者（園所定用紙No.5にて）に願い出て、その承認を受けること。ただし、産後の休暇については申し出の有無にかかわらずこれを認める。なお産後６週間を経過したときは、本人の希望により医師の認めた園務への就業を認めることがある。

（特別休暇の日数計算）

第４７条　職員が所定労働時間内に特別休暇に入った場合、勤務時間が１／２に満たないときは、その日を特別休暇の１日として計算する。

（育児・介護休業）

第４８条　育児・介護休業に関しては、別に定める育児・介護休業規程による。

第　２　節 　　休　　業

（休　業）

第４９条　園は園務の都合、又は不可抗力により休業することがある。

　２．園の責に帰すべき事由による休業のときは、労働基準法第２６条（別添資料No.4）により休業手当を支払う。

第　３　節　　 適　用　除　外

（管理監督者の適用除外）

第５０条　労働基準法第４１条（別添資料No.5）に該当する者は、本規則に定る勤務時間・休憩・休日・時間外勤務・休日勤務及び割り増し賃金の規程は適用しない。なお、管理監督者とは次の者をいう。

（１）園長
（２）副園長

第４章服務規律
（服務の原則）

第５１条　職員は園の事業の特殊性を充分に認識し、自己の職務に対し責任を重んじ互いの人格を尊重し、協力して、民主的に園務を遂行しなければならない。

（服務の心得）

第５２条　職員はこの規則及びその他園の諸規程並びに指示・通達を守り、園の組織を尊重し、常に明朗溌刺とした気風をもって園務に励み、能率の増進に努め、特に次の事項に留意して園務が円滑に運営されるよう心掛けること。

（１）園の名誉を重んじ、職員としての品位を保つこと

（２）就業規則、同関連規程及び上司の指示に忠実に従うこと

（３）勤務時間中は、担当する職務の遂行のみに専念すること

（４）園務上の都合により、任命権者から職務の変更を命ぜられたときは、旧職務を引き継いだうえ新職務に専念すること

（５）常に幼児の安全に心を配り、危険の予防に努めること

（６）常に研修に努め、幼児の指導にあたっては、前日までに綿密な計画を立てて保育に臨むこと

（７）施設・設備・備品などの取り扱いを丁寧にし、消耗品の節約に努めること。また、常に点検を怠らず故障・欠陥を発見したときは、速やかに任命権者に届け出ること
（８）金銭、物品及び備付けの諸帳簿の出納を明確にし、所定の場所に保管すること

（９）私事のため職場を離れるときは、その所在を任命権者に届け出ること。

（10）職員は、園務の円滑な運営を図るため、次年度に継続して勤務する意思の有無につき、園が毎年定期的（原則として９月）に行う確認手続きに協力しなければならない。
（11）園の文書・記録・帳簿・コンピュータソフトのソフト・データ等は、職務上の必要があり、且つ園の許可を受けたものの他は、開示しないこと。

（13）職員は、私用のためコンピュータを利用して、インターネットに接続したり、電子メールを送受信したりしないこと。

（承認事項）

第５３条　職員は、次の場合は任命権者に届け出て、その承認を得なければならない。

（１）日曜日、夏期休暇等休業日に幼児を召集し、又は幼児を郊外に引率するとき

（２）所定の納金以外の金銭を幼児より徴収するとき

（３）他の事業所を営みもしくは公私の他の事業又は園務に従事するとき

２．職員が園長印その他の幼稚園の公印を使用するときは、任命権者の承認を得なければならない。
３．職員が幼稚園の施設内において講習会、集会、演説、放送をし、又は文書、図書を配布、提示しようとするときは、予め任命権者の承認を得なければならない。

（禁止事項）

第５４条　職員は、次の各号に該当する行為をしてはならない。

（１）職務上の地位を利用して自己の利益をはかること。

（２）職務上の権限を越え、又は権限を乱用して、独善的な行為をすること。

（３）職務上知りえた秘密を漏らし、又は園の不利益となる恐れのある事実を他に告げること。
（出・退勤）

第５５条　職員は、所定の通用口から出勤又は退勤しなければならない。

２．職員は、就業開始までに勤務できるよう出勤し、出勤後直ちに出勤簿に捺印しなければならない。
３．職員が次の各号に該当するときは、出勤させず又は退勤させることがある。

（１）園務に必要でない火気、凶器その他危険と認められるものを所持するとき。

（２）衛生上有害と認められるとき。

（３）出勤停止の処分を受けているとき。

（４）園務を妨害し、若しくは幼稚園の風紀、秩序を乱し又は乱す恐れのあるとき。

（５）業務上の怠慢、又は過失により道具、器物、車両、コンピュータ等及び金品、書類、帳簿、付属備品、コンピュータにインプットされている情報、ソフトウェア等を損傷し、又は紛失したとき。

（６）その他前各号に準ずるとき。

第５章　懲　戒

（懲戒の事由）

第５６条　園は、職員が次の各号に該当するときは、懲戒処分とする。

（１）園の教育方針に反する行為のあったとき

（２）職務上の指示に従わず、園の風紀や秩序を乱したとき

（３）職務上の指示、命令に違反し又は職務を怠ったとき

（４）第４章に定める服務規律に違反したとき

（５）職員としての品位を失い、園の名誉を損なう非行のあったとき

（６）しばしば遅刻、早退、私用外出をし、注意しても改まらないとき

（７）園の秘密を他に漏らし、又は漏らそうとしたとき

（８）園の道具、器物、車両、コンピュータ等及び金品、書類、帳簿、付属備品、コンピュータにインプットされている情報、ソフトウェア等を無断で持ち出したり移動させたりしたとき。又は無断使用を試みたり、持ち出そうとした事実が明らかになったとき

（９）許可なく建物、設備、車両、コンピュータ等を業務に関係なく使用したとき

（10）その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があるとき

（懲戒の方法）

第５７条　懲戒の方法は次のとおりとし、非行の軽重、当該職員の情状及び他の職員に対する戒告の諸点を考慮して、任命権者がその処分を決定する。

（１）譴責　　　　始末書をとり将来を戒める。

（２）減給　　　　始末書をとり、７日以内の出勤を停止しその期間の賃金は支払わない。
（３）出勤停止　　７日以内の期間を設けて出勤を停止し、その期間中は賃金を支払わない。
（４）降格　　　　始末書をとり、職位又は職務の変更をして将来を戒める。

（５）諭旨退職　　退職届を提出するように勧告し、将来を戒め退職とする。なお、勧告に応じないときは懲戒解雇とする。

（６）懲戒解雇　　予告期間を設けないで即時解雇する。この場合、行政官庁の認定を受けたときは、解雇予告手当は支給しない。

（上司の責任）

第５８条　懲戒処分該当職員の管理監督の任にあたる上司は、懲戒事犯の状況から管理監督上の責任罰を受けることがある。この場合の責任罰の内容は、懲戒事犯と上司の責任や、権限との関係を勘案し、その都度決定する。

（損害賠償）

第５９条　職員が故意又は過失によって園に損害を与えたときは、その損害の全部又は一部を賠償させることがある。ただし、これによって当規則の制裁を免れない。又損害賠償の責任は、退職後も免れるものではない。

（処分決定前の取扱い）

第６０条　園は、本章の懲戒事由に該当する行為のある職員に対し、懲戒処分が決定するまで勤務をさせないことがある。

第６章 表　彰

（表　彰）

第６１条　園は職員が毎年次の各号の一に該当する場合には、審査の上表彰する。

（１）労働態度及び能率が著しく優れていて、園の業績の向上に功労があり、また他の職員の模範となったとき。

（２）園務上に有益な工夫改善、又は発明考案をしたとき。

（３）特に緊急を要する園務に挺身し、功労のあったとき。

（４）災害を未然に防止したり、非常の際に特に功労のあったとき。

（５）勤続５年以上で、勤務成績が良好であった者が退職するとき。

（６）勤続５年以上で、勤務成績が良好であると認められたとき。

（７）勤続１０年以上で、勤務成績が良好であると認められたとき。

（８）勤続１５年以上で、勤務成績が良好であると認められたとき。

（９）その他功労や篤行、又は善行があって、園の名誉を高めたとき。

２．前項の表彰は次のとおりとする。なお、その程度により併せて行うことができる。

（１）表彰状の授与

（２）賞金、又は商品の授与

（３）国内旅行（前項(６)(７)の場合）

（４）海外旅行（前項(８)の場合）

（５）昇給

（６）昇格

第 ７ 章　災害補償及び業務外の傷病扶助

（傷病等の補償）

第６２条　職員が業務上、又は通勤により負傷、疾病、廃病、又は死亡した場合は、本人又は関係者は即座に任命権者に報告するとともに、任命権者の指示を待つこと。なおその災害に関しては、労働者災害補償保険法による給付で補償する。

２．業務外の死傷病について、私立学校教職員共済組合被保険者の場合、私立学校教職員共済組合法により給付を受けるものとする。なお、その他の場合は国民健康保険法、国民年金保険法等により給付を受けるものとする。

３．業務上及び業務外の傷病により、連続５日以上休業するときは、医師の診断書を提出しなければならない。なお、以後も休業する職員は月１回以上診断書を添えて、病状を任命権者に報告しなければならない。また、任命権者が必要と認めたときは、医師を指定し随時診断を受けさせることがある。

４．月給者といえども、前項１．２により休業する職員は、日割り計算とし、就業日数分の賃金を支給する。

第８章 教　育

（保　育）

第６３条　園は職員に対し、必要な知識、教養、技能を修得させるため下記の教育を園内又は保育機関にて学ばせることがある。

（１）新入職員教育

（２）管理職教育

（３）安全衛生教育

（４）特定業務教育

（５）配置転換教育

なお、職員はその各種の教育に積極的に参加し、日常園務に反映させるよう努力・協力し合うこと。

２．教育訓練の対象は、教育訓練の必要を園が認めた職員とする。

３．職員は、正当な理由もなく園の行う教育訓練を拒んではならない。

第９章 安全衛生

第　１　節　　 安　全　衛　生

（安全衛生）

第６４条　職員は危険防止、及び健康増進の為、労働安全衛生法、道路交通法、その他の園務関係法規及び安全衛生に関する指示・通達をよく守り、協力して環境の整備と安全衛生の保持に努めること。

２．安全衛生上の施設・装置・設備・保護具等を許可なく除去、変更したりしないこと。

３．車両、原動機、及び機械器具等は、安全装置を含め作業前に点検し、故障、破損、又は危険な箇所及び不審物を発見したときは、使用禁止の処置をとり、直ちに園に報告すること。なお、職員は園から許可が出るまで、この機械器具等を使用してはならない。

４．車両、原動機、配電板、機械器具等は指定された者の他は、始動、停止その他の操作をしないこと。

５．職員は年１回以上定期健康診断を必ず受けること。また、特定業務従事者は年２回以上定期健康診断を必ず受けること。なお、職員は伝染病の発生その他必要に応じて行う臨時の健康診断、伝染病予防の注射、ないしは、予防薬の服用等、園の行う措置を拒まないこと。また、健康診断の結果、健康要注意となった者は、園の医師による健康上必要な指示命令に従うこと。

６．園は前項の健康要注意となった者に対して、勤務制限、配置転換、加療その他保健衛生上必要な処置をとることができる。

７．園は次の病気にかかった職員には、医師が必要と認める期間勤務することを禁止する。なお、この間の賃金は支給しない。

（１）法定伝染病、届出伝染病、その他これに準ずる伝染病。

（２）精神分裂症、その他の精神病患者で、勤務することが不適当な者

（３）脳膜炎、結核、心臓病、脚気、関節炎、その他の疾患にかかっている者で、勤務の為に病状が著しく増悪する恐れのある者。

８．職員は本人、又は同居人が伝染病にかかり、もしくは、その疑いのあるときは直ちにその旨を園に届出て、その指示に従うこと。

９．勤務を禁止された者が勤務しようとする場合には、園の指定する医師の診断書を添えて願い出をし、承認を受けること。

10．廃棄物・汚物は、定められた場所に捨てること。

　11．その他安全衛生上、有害な行為に及ばないこと。

（安全衛生教育）

第６５条　職員は次の各号の一に該当する場合には、安全衛生教育を実施する。

（１）新たに採用されたとき。

（２）作業内容が変更されたとき。

（３）その他、園が必要と認めたとき。

２．園の命令により、前項の教育を受ける職員は、進んでこれを受けその知識及び技能の習得に努めなければならない。

（意見の申し出）

第６６条　職員は安全衛生に関する事項について、意見あるときは園に意見を述べることができる。
第　２　節　 火災予防及び非常災害時の措置

（災害予防等）

第６７条　職員は消火器・消火器具・非難器具等の備付場所、及びその使用方法並びに非常口・避難場所を充分熟知し、火元責任者の指示に従って火災予防に努めなければならない。

２．職場の整理整頓に努め、特に通路、非常口、階段、消化設備のある箇所には障害となる物を放置しないこと。

３．火気、及び引火性の物品を取り扱うときは、最新の注意を払いその始末を充分に確かめるとともに、定められた所以外の場所で喫煙をし、又は暖房器具を使用しないこと。

４．園務終了後は、火気、電灯、電熱器、水道、ガス等の後始末を完全にすること。

５．火災その他非常災害が発生した場合、又はその危険があることを知った場合は、臨機適切な処置をとり、直ちにその旨を火元責任者及び園、又その付近に居合わせた者に通報して、互いに協力して被害、又は危険を最小限度に止めるように努力すること。

第１０章 賃　金

（賃　金）

第６８条　職員の賃金に関する事項は、別に定める賃金規程による。

第１１章 退職金

（退職金）

第６９条　１年以上勤務した職員が退職する場合は、財団法人　神奈川県私立幼稚園退職基金財団の規定により支給する。
第１２章 園有者使用管理

（園有車使用管理）

第７０条　職員の園有車使用管理に関する事項は、別に定める園有車使用管理規程による。

付　　　則

１．この規則は平成１８年　　月　　日より施行する。

２．この規則には、次の規程が付属する。

○賃金規程

○育児・介護休業規程

○園有車使用管理規程

○セクシュアル・ハラスメント防止規程

○母性管理規程

〔別添資料No.1〕

労働基準法第１９条（解雇制限）

使用者は、労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びその後３０日間並びに産前産後の女子が第６５条の規程によって休業する期間及びその後３０日間は、解雇してはならない。ただし、使用者が、第８１条の規定によって打切補償を支払う場合又は天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能になった場合においては、この限りでない。前項但書後段の場合においては、その事由について行政官庁の認定を受けなければならない。

労働基準法第８１条（打切補償）

第７５条（療養補償）の規定によって補償を受ける労働者が、療養開始後３年を経過しても負傷又は疾病がなおらない場合においては、使用者は、平均賃金の１２００日分の打切補償を行い、その後はこの法律の規定による補償を行わなくてもよい。

労働基準法第１２条（平均賃金）

この法律で平均賃金とは、これを算定すべき事由の発生した日以前３カ月間にその労働者に支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除した金額をいう。ただし、その金額は、下記の各号に一によって計算した金額を下ってはならない。

1． 賃金が、労働した日若しくは時間によって算定され、又は出来高払制その他の請負制によって定められた場合においては、賃金の総額をその期間中に労働した日数で除した金額の１００分の６０

２．賃金の一部が、月、週その他一定の期間によって定められた場合においては、その部分の総額をその期間の総日数で除した額と前号の金額の合算額は、賃金締切日がある場合においては、直前の賃金締切日から起算する。

第２項に規定する期間中に、下記の各号の一に該当する期間がある場合においては、その日数及びその期間中の賃金は、前２項の期間及び賃金の総額から控除する。

１　業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業した期間

２　産前産後の女子が第６５条の規定によって休業した期間

３　使用者の責に帰すべき事由によって休業した期間

４　試みの試用期間

第１項の賃金の総額には、臨時に支払われた賃金及び３カ月を越える期間ごとに支払われた賃金で、一定の範囲に属さないものは算入しない。賃金が、通貨以外のもので支払われる場合、第１項の賃金の総額に算入すべきものの範囲及び評価に関し必要な事項は、命令で定める。雇入後３カ月に満たない者については、第１項の期間は、雇入後の期間とする。日々雇い入れられる者については、その従事する事業又は職業について、労働に関する主務大臣の定める金額を平均賃金とする。第１項乃至第６項によって算定し得ない場合の平均賃金は、労働に関する主務大臣の定めるところによる。

〔別添資料No.３〕

労働基準法第６５条（産前産後）

使用者は、６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定の女子が休業を請求した場合においては、その者を就業させてはならない。

使用者は、産後８週間を経過しない女子を就業させてはならない。ただし、産後６週間を経過した女子が請求した場合において、その者について医師が支障がないと認めた業務に就かせることは、差し支えない。

使用者は、妊娠中の女子が請求した場合においては、他の軽易な業務に転換させなければならない。

〔別添資料No.４〕

労働基準法第２６条（休業手当）

使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該労働者に、その平均賃金の１００分の６０以上の手当を支払わなければならない。

〔別添資料No.５〕

労働基準法第４１条（適用の除外）

就業規則で定める労働時間、休憩及び休日に関する規定は、次の各号の一に該当する労働者については適用しない。

１　第８条６号（林業を除く）又は７号に掲げる事業に従事する者

２　事業の種類にかかわらず監督若しくは管理の地位にある者又は機密の事務を取り扱う者

３　監視又は断続的労働に従事する者で、使用者が行政官庁の許可を受けたもの

三親等内の血族及び二親等以内の姻族
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